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実施概要 

 

（１）調査目的 

 市内の小規模事業者が、自社の保有する人材や技術、ネットワークなどの知的資産（強み）を明

確に認識し、その強みを活かし堅固な経営基盤を築き成長発展に繋げていくことにより、地域で雇用を

創出・維持する等の、「事業の持続的発展」を確かなものとするために、地域内の経済動向を調査し、

小規模事業者の経営判断の参考資料として役立てていただくことを目的とする。 

 

（２）調査対象 

 商工会議所にて保有する会員データのうち、業種、エリアに偏りが発生しないよう無作為に抽出した

2,600 社を対象とする。 

 

（３）調査方法 

 調査対象の 2,600 社の事業者に対して「地域の経済動向に関するアンケート調査票」を送付した。 

 

（４）回収方法 

 ①送付した調査票に同封した返信用封筒による回収 

 ②FAX による回収 

 

（５）回収状況 

 発送：2,600 社 

 回収：917 社 

 回収率：35.3％ 

 ※有効回答数については、アンケート項目によって未回答（空欄）などのデータがあるため、他の結

果と異なるケースがあります。 

 

（６）配布先及び業種一覧 

 西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 合計 

製造業 25 22 16 24 22 30 15 36 24 101 315 

卸売業 8 16 12 16 10 9 11 12 8 25 127 

小売業 20 35 55 37 36 20 64 40 32 75 414 

建設業 64 51 45 76 44 48 35 57 60 115 595 

飲食業 4 13 39 7 12 7 37 13 6 18 156 

理美容業 5 10 13 11 12 6 13 12 6 17 105 

不動産業 7 13 31 12 19 9 23 18 11 13 156 

サービス業 40 66 119 60 70 34 125 77 47 94 732 

合計 173 226 330 243 225 163 323 265 194 458 2,600 
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（７）回答分布（業種別×エリア別） 

  西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 合計 

製造業 11 12 5 9 9 12 8 17 11 47 141 

卸売業 3 6 7 10 3 5 5 8 7 6 60 

小売業 7 8 17 4 12 3 29 6 7 30 123 

建設業 24 13 17 17 19 17 10 19 22 32 190 

飲食業 1 7 12 1 5 1 5 3 3 6 44 

理美容業 1 0 0 4 3 3 1 6 2 7 27 

不動産業 1 4 14 6 6 1 14 8 3 6 63 

サービス業 10 30 43 19 23 15 47 32 15 35 269 

合計 58 80 115 70 80 57 119 99 70 169 917 

 

（８）回収率  

西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 合計 

製造業 44.0% 54.5% 31.3% 37.5% 40.9% 40.0% 53.3% 47.2% 45.8% 46.5% 44.8% 

卸売業 37.5% 37.5% 58.3% 62.5% 30.0% 55.6% 45.5% 66.7% 87.5% 24.0% 47.2% 

小売業 35.0% 22.9% 30.9% 10.8% 33.3% 15.0% 45.3% 15.0% 21.9% 40.0% 29.7% 

建設業 37.5% 25.5% 37.8% 22.4% 43.2% 35.4% 28.6% 33.3% 36.7% 27.8% 31.9% 

飲食業 25.0% 53.8% 30.8% 14.3% 41.7% 14.3% 13.5% 23.1% 50.0% 33.3% 28.2% 

理美容業 20.0% 0.0% 0.0% 36.4% 25.0% 50.0% 7.7% 50.0% 33.3% 41.2% 25.7% 

不動産業 14.3% 30.8% 45.2% 50.0% 31.6% 11.1% 60.9% 44.4% 27.3% 46.2% 40.4% 

サービス業 25.0% 45.5% 36.1% 31.7% 32.9% 44.1% 37.6% 41.6% 31.9% 37.2% 36.7% 

合計 33.5% 35.4% 34.8% 28.8% 35.6% 35.0% 36.8% 37.4% 36.1% 36.9% 35.3% 

全体的に送付対象から広い範囲でアンケートの回収をいただくことができましたが、残念ながら回収がかなわなかった地

区・業種もありました。  
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調査報告 

 

１）所在区について 

極端な偏りが発生しないように、対象事業者の所在地を選定した事もあり、市内全体からの回答を頂くことができ 

ました。配布数の多かった大宮区、浦和区、岩槻区に関しては回答の割合が高くなる結果となりました。 

 

２）業種について（売上割合がもっとも高いもの） 

 事業者数（括弧内は配布数） 割合 

製造業 141（315） 15.4% 

卸売業 60（127） 6.5% 

小売業 123（414） 13.4% 

建設業 190（595） 20.7% 

飲食業 44（156） 4.8% 

理美容業 27（105） 3.0% 

不動産業 63（156） 6.9% 

サービス業 269（732） 29.3% 

配布数が少なかった卸売業、飲食業、理美容業、不動産業の回答割合が低い結果となりました。 

  

 事業者数 割合 

西区 58 6.3% 

北区 80 8.7% 

大宮区 115 12.6% 

見沼区 70 7.6% 

中央区 80 8.7% 

桜区 57 6.2% 

浦和区 119 13.0% 

南区 99 10.8% 

緑区 70 7.6% 

岩槻区 169 18.5% 

全体 917 100.0% 
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３）従業員数について（役員・家族従業員・パート・アルバイト除く） 
 事業者数 割合 

0 人 199 21.8% 

1 人～5 人 437 47.8% 

6 人～10 人 117 12.8% 

11 人～15 人 56 6.1% 

16 人～20 人 34 3.7% 

21 人以上 71 7.8% 

従業員数が 5 名以下の事業所が 69.6%と全体の約７割を占め、21 名以上の事業者に関しては 7.8%の結

果となりました。 

 

４）経営者の年齢 
 事業者数 割合 

20 歳代 1 0.1% 

30 歳代 21 2.3% 

40 歳代 153 16.9% 

50 歳代 252 27.8% 

60 歳代 228 25.1% 

70 歳代以上 252 27.8% 

 

 

60 歳代が 25.1%、70 歳代が 27.8%と合わせると半数以上を占め、事業の持続的発展に向けた円滑な事

業承継や時代の変化に即した新たな事業展開の必要性が見て取れます。 

 

 

20歳代

0.1%

30歳代

2.3%

40歳代

16.9%

50歳代

27.8%60歳代

25.1%

70歳代以上

27.8%

経営者の年齢
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Ⅱ．御社の業況について、お聞かせください。 

５）景気について 
 事業者数 割合 

好転している 80 8.8% 

変わりない 475 52.2% 

悪化している 355 39.0% 

 

 

景気に関しては、「変わりない」と回答した方が約半数の 52.2%、「悪化している」と回答した方が 39.0%と厳し

い状況が続いています。前年同時期と比較し「悪化している」と回答した割合が増加（36.4%）しています。「好

転している」との回答も 12.3%から 8.8%へ減少しており、景況感が悪化していると言えます。 

 

６）直近 1 年の売上規模について 
 事業者数 割合 

500 万円未満 89 9.8% 

500 万円～1,000 万円未満 90 9.9% 

1,000 万円～5,000 万円未満 277 30.4% 

5,000 万円～1 億円未満 149 16.4% 

1 億円以上 305 33.5% 

売上規模 5,000 万円未満の割合が 50.1%、5,000 万円以上の割合が 49.9%、そのうち 33.5％の事業

者が１億円超の割合となりました。 

  

好転している

8.8%

変わりない

52.2%

悪化している

39.0%

景気について
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７）昨年との売上高の比較について 
 事業者数 割合 

増加（10%以上） 72 8.0% 

やや増加（5%以上） 155 17.1% 

変わりない 276 30.5% 

やや減少（5%以上） 226 25.0% 

減少（10%以上） 176 19.4% 

 

 

「変わりない」と回答した方が 30.5%と最も多い結果となりました。 

前年同時期と比較すると、「やや減少（5%以上）」と「減少（10%以上）」を足した割合が 42.2％から

44.4％へ増加し、「増加（10％以上）」と「やや増加（5％以上）」を足した割合が 28.2％から 25.1％へ微

減したことから、売上高の面においては昨年度以上に厳しい状況であったことがうかがえます。 

  

増加（10%以上）

8.0%

やや増加（5%以上）

17.1%

変わりない

30.5%

やや減少（5%以上）

25.0%

減少（10%以上）

19.4%

昨年との売上高の比較について
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８）売上等今後の見通しについて 
 事業者数 割合 

上向きである 118 13.5% 

変わりない 389 44.5% 

下向きである 368 42.0% 

 

 

今後の見通しについては、「上向きである」という回答が 13.5%と、5）の景気が「好転している」（8.8%）を上

回っている反面、「下向きである」という回答は 42.0%と、５）の「悪化している」（39.0%）を下回っています。

今後の見通しに関しては、明るい見込み（状況）もうかがえる中、より下向きとなる状況も見て取れます。 

 

９）昨年と比較した従業員数の増減について 
 事業者数 割合 

増加している 99 11.1% 

変わりない 671 75.5% 

減少している 119 13.4% 

88.9%の事業者が「変わりない」、「減少している」と回答しています。前年同時期との比較においては、「減少して

いる」割合が 14.0%から 13.4%、「変わりない」割合が 73.0%から 75.5%に増減しており、雇用環境が厳し

い中、従業員数を維持している状況がうかがえます。 

  

上向きである

13.5%

変わりない

44.5%

下向きである

42.0%

売上等今後の見通しについて



- 10 - 

 

１０）現在の従業員数の過不足感について 
 事業者数 割合 

過剰気味 31 3.5% 

ちょうど良い 525 59.7% 

不足気味 323 36.8% 

従業員数の過不足感に関しては、 36.8%もの事業者が「不足気味」と回答しており、前年同時期の 35.8％と

比較しても増加傾向にあります。仕事が増加しても雇用を増やす事が出来ず受注を断念したり、既存の従業員の

みで経営している事業者が依然として多いことが読み取れます。 

 

１１）１０）にて「不足気味」を選んだ方にお伺いします。対応策として実施している取組がありましたら以下より

お選びください（複数回答可） 
 事業者数 割合 

賃上げ等の労働条件改善による採用強化 108 22.0% 

多様な人材（シニア等）活用 82 16.7% 

従業員の多能工化・兼任化 81 16.5% 

業務プロセス改善や工夫 77 15.7% 

離職防止・定着の取組強化 68 13.8% 

IT 導入設備投資による省力化 43 8.8% 

その他 32 6.5% 

対応策として「賃上げ等の労働条件改善による採用強化」を実施している事業者が 22.0%となっており、目に見

える形での改善を図っています。 

しかしながら、賃上げなどは企業のコストアップにも繋がることから、「多様な人材（シニア等）活用」（16.7%）

や「従業員の多能工化・兼任化」（16.5%）、「業務プロセス改善や工夫」（15.7%）などにより、コストをかけ

ずに改善を目指している事業者も多いことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃上げ等の労働条件改

善による採用強化

22.0%

多様な人材（シニア
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16.5%
業務プロセス改善や工夫

15.7%

離職防止・定着の取組強化

13.8%

IT導入設備投資による省力化

8.8%

その他

6.5%

従業員不足の対応策について
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Ⅲ．御社の販売先・仕入先についてお聞かせください。 

１２）昨年と比較した販売先の動向について 
 事業者数 割合 

増加している 103 11.7% 

変わりない 564 63.7% 

減少している 218 24.6% 

「増加している」と回答している事業者が 11.7%でしたが、前年同時期（17.0%）と比較すると割合が減少し

ており、依然として厳しい状況がうかがえます。 

 

１３）１２）にて「増加している」を選んだ方にお伺いします。販売先の増加に向けて、現在どのような取組を実

施していますか。（複数回答可） 
 事業者数 割合 

販売先に対するきめ細やかな対応（アフターサービス等） 54 35.8% 

既存製品・サービスの高付加価値化 31 20.5% 

新製品・新サービスの開発 19 12.6% 

IT の利活用（HP や SNS など） 19 12.6% 

新分野への進出 11 7.3% 

海外需要の獲得 7 4.6% 

その他 10 6.6% 

「販売先に対するきめ細やかな対応（アフターサービス等）」が 35.8％、続いて「既存製品・サービスの高付加価

値化」が 20.5%と、回答者の半数以上が既存顧客に対するフォローアップと併せて自社製品・サービスの見直し

を実施していることがわかります。 

 

 

 

販売先に対するきめ細やかな対応（アフ

ターサービス等）

35.8%
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１４）昨年と比較した仕入価格の動向について 
 事業者数 割合 

上昇している 403 45.8% 

変わりない 413 46.9% 

減少している 64 7.3% 

「上昇している」、「変わりない」との回答が 92.7%となり、前年同期（91.6%）と比較しても上昇していることか 

ら、仕入価格について引き続き厳しい状況が続いていることがうかがえます。 

 

１５）１４）にて「上昇している」・「減少している」を選んだ方にお伺いします。昨年と比較した割合についてお聞

かせください。 

 

「上昇している」を選んだ方の場合 
 事業者数 割合 

5%未満 121 30.9% 

5%～10%未満 216 55.1% 

10%～15%未満 41 10.5% 

15%～20%未満 4 1.0% 

20%以上 10 2.5% 

仕入価格の増加については、約８割の方が 10％未満までを範囲として「増加している」と回答しています。 

 

「減少している」を選んだ方の場合 
 事業者数 割合 

5%未満 6 10.3% 

5%～10%未満 32 55.2% 

10%～15%未満 11 19.0% 

15%～20%未満 3 5.2% 

20%以上 6 10.3% 

仕入価格の減少については、約８割の方 15%未満を範囲として「減少している」と回答しています。 
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Ⅳ．消費税増税（令和元年１０月１日）後の影響や課題等についてお聞かせください。 

１６）消費税増税後の影響について 
 事業者数 割合 

プラスの影響があった 11 1.2% 

今のところ影響がない 675 74.8% 

マイナスの影響があった 217 24.0% 

「今のところ影響がない」との回答が半数以上を占めているものの、「マイナスの影響があった」と回答した事業者が 

24.0%となり、「プラスの影響があった」と回答した 1.2%を大幅に上回りました。 

 

１７）１６）にて「マイナスの影響があった」を選んだ方に伺います。現在の課題についてお聞かせください（複数

回答可） 
 事業者数 割合 

売上（顧客等）の減少 153 54.1% 

複数税率への対応 46 16.2% 

キャッシュレス化への対応 43 15.2% 

レジまたは受発注システムの対応 11 3.9% 

インボイス制度への対応 6 2.1% 

その他 24 8.5% 

消費税増税前の「駆け込み需要」の反動とも考えられますが、「売上（顧客等）の減少」が課題と考えている事

業者が 54.1%となっています。また複数回答で「複数税率への対応」や「キャッシュレス化への対応」などを回答し

ており、1 つの事業者が複数の課題を抱えていることがうかがえます。 
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システムの対応

3.9%
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Ⅴ．事業承継（経営者対策）の取組等についてお聞かせください。 

１８）事業承継（経営者の代替わり）の取組状況について 
 事業者数 割合 

完了している 114 12.6% 

現在進行中 303 33.4% 

取り組んでいない 490 54.0% 

「取り組んでいない」と回答した事業者が 54.0%と前年同時期の 57.2%よりも減少しているものの、半数以上

が事業承継に関しての取り組みがなされてないという結果でした。 

 

１９）１８）にて「取り組んでいない」を選んだ方にお伺いします。取り組んでいない理由についてお聞かせくださ

い。 
 事業者数 割合 

自分が元気な間は必要ない 183 39.3% 

後継者が決まらない 97 20.8% 

後継者候補はいるが本人に継ぐ意思が無い 58 12.4% 

何から着手して良いかわからない 38 8.2% 

その他 90 19.3% 

「自分が元気な間は必要ない」という回答が４割近くですが、４）経営者の年齢では、60 歳代以上の経営者の

事業者が半数以上あり、早急な取組が課題と推察されます。 

 

「その他」を選んだ方の回答として以下のような理由が挙がりました 

・自分の代、一代限りの代で終了 

・これから取り組む予定 

・後継者がいない 

・承継したばかり 

・必要性は認識しているが、手が廻らない 

・人件費を払う余裕がない 
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Ⅵ．御社が思っている強みや経営課題ついてお聞かせください。 

２０）現在認識している自社の強みについて（複数回答可） 
 事業者数 割合 

顧客のニーズに応じたサービスの提供 576 38.5% 

業界等のネットワーク 168 11.2% 

充実したアフターサービス 156 10.4% 

営業力・販売力 124 8.3% 

製品・サービスのブランド力 120 8.0% 

製品・サービスの開発力 108 7.2% 

価格競争力 107 7.1% 

人材確保・育成力 94 6.3% 

その他 45 3.0% 

 

 

「顧客のニーズに応じたサービスの提供」が 38.5%と最も多く、顧客ニーズを的確に把握し、それをサービスへと転

嫁するといった取組を強みとする事業者が多い結果となりました。 

また、前年同時期と比較すると「業界等のネットワーク」が 9.5%から 11.2%、「人材確保・育成力」が 3.7%

から 6.3%、「充実したアフターサービス」が 9.6％から 10.4%と増加しています。 
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２１）自社の経営課題について（複数回答可） 
 事業者数 割合 

顧客獲得・販路開拓 310 16.4% 

従業員の育成 304 16.1% 

従業員の雇用 289 15.3% 

資金繰り 271 14.3% 

他社との競合 186 9.8% 

新たな事業への取組・進出（経営革新） 175 9.2% 

ビジネスパートナーの獲得 113 6.0% 

IT 利活用（HP やクラウド会計など） 108 5.7% 

マーケティング・情報収集 97 5.1% 

その他 40 2.1% 

 

 

前年同時期と同様に、「顧客獲得・販路開拓」が課題であると回答する事業者が最も多い結果となりました。 

「顧客のニーズに応じたサービスの提供」を強みとしながらも、競合他社の影響もあってか、多くの事業者が顧客獲

得・販路開拓に苦戦を強いられていることがうかがえます。 

また、「従業員の育成」「従業員の雇用」といった従業員に係る問題を挙げる事業者も引き続き多く見られました。 
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その他分析 

 

１）業種別景気分布について 
 好転している 変わりない 悪化している 

製造業 13 52 74 

卸売業 4 21 34 

小売業 10 44 69 

建設業 25 123 41 

飲食業 0 17 27 

理美容業 2 10 15 

不動産業 6 43 14 

サービス業 20 165 81 

全体 80 475 355 

 

 

  好転している 変わりない 悪化している 

製造業 9.4% 37.4% 53.2% 

卸売業 6.8% 35.6% 57.6% 

小売業 8.1% 35.8% 56.1% 

建設業 13.2% 65.1% 21.7% 

飲食業 0.0% 38.6% 61.4% 

理美容業 7.4% 37.0% 55.6% 

不動産業 9.5% 68.3% 22.2% 

サービス業 7.5% 62.0% 30.5% 

全体 8.8% 52.2% 39.0% 
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前年同時期と比較して、景気が「好転している」と回答した割合が高くなった業種は、小売業、理美容業の２業

種でした。一方、他の業種は、前年同時期と比較して減少する結果となりました。特に製造業については、前年同

時期の 22.3%と比べ 9.4%と半分以下になっています。「悪化している」と回答した割合も前年同時期と比較し

て高くなっている業種が多く、業種全体として厳しい状況がうかがえます。  
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業種別景気分布
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２）エリア別景気分布について 
 好転している 変わりない 悪化している 

西区 6 32 19 

北区 6 46 27 

大宮区 15 54 45 

見沼区 5 33 32 

中央区 9 42 29 

桜区 7 29 21 

浦和区 4 68 46 

南区 9 59 30 

緑区 3 37 30 

岩槻区 16 75 76 

全体 80 475 355 

 
 好転している 変わりない 悪化している 

西区 10.5% 56.2% 33.3% 

北区 7.6% 58.2% 34.2% 

大宮区 13.2% 47.4% 39.4% 

見沼区 7.2% 47.1% 45.7% 

中央区 11.3% 52.5% 36.2% 

桜区 12.3% 50.9% 36.8% 

浦和区 3.4% 57.6% 39.0% 

南区 9.2% 60.2% 30.6% 

緑区 4.3% 52.9% 42.8% 

岩槻区 9.6% 44.9% 45.5% 

全体 8.8% 52.2% 39.0% 

エリア別に景気感を集計したところ、全体として前年同時期と比較して「悪化している」と回答した事業者が増えて

います。 

そのような中、大宮区と中央区は、前年同時期と比較して「好転している」との回答が増加し、大宮区は 10.3%

から 13.2%に増え、中央区は 5.4%から 11.3%と倍以上になりました。地域によって景況感が異なっているこ

とがうかがえます。 
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３）昨年との売上高の比較について（業種別） 

 増加 

（10%以上） 

やや増加 

（5%以上） 
変わりない 

やや減少 

（5%以上） 

減少 

（10%以上） 

製造業 11 17 30 44 39 

卸売業 5 13 8 19 14 

小売業 2 13 30 45 33 

建設業 27 45 56 31 27 

飲食業 0 3 11 19 11 

理美容業 0 3 4 11 8 

不動産業 4 12 32 6 9 

サービス業 23 49 105 51 35 

全体 72 155 276 226 176 

 

 増加 

(10%以上) 

やや増加 

(5%以上) 
変わりない 

やや減少 

(5%以上) 

減少 

(10%以上) 

製造業 7.8% 12.1% 21.3% 31.2% 27.6% 

卸売業 8.5% 22.0% 13.6% 32.2% 23.7% 

小売業 1.6% 10.6% 24.4% 36.6% 26.8% 

建設業 14.5% 24.2% 30.1% 16.7% 14.5% 

飲食業 0.0% 6.8% 25.0% 43.2% 25.0% 

理美容業 0.0% 11.5% 15.4% 42.3% 30.8% 

不動産業 6.4% 19.0% 50.8% 9.5% 14.3% 

サービス業 8.8% 18.6% 39.9% 19.4% 13.3% 

全体 8.0% 17.1% 30.5% 25.0% 19.4% 
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「増加（10%以上）」、「やや増加（5%以上）」の割合は全体の 25.1%となっています。 

前年同時期の 28.2%から減少していますが、卸売業（30.5%）・建設業（38.7%）・不動産（25.4％） 

は業種の中でも増加している割合が高く、売上において好調がうかがえます。 

昨年好調であった製造業や、景気が「好転している」と回答した小売業・飲食業、理美容業については、売上への

転嫁において苦戦が強いられている業種であると想定されます。  
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４）昨年との売上高の比較について（エリア別） 

 増加 

（10%以上） 

やや増加

（5%以上） 
変わりない 

やや減少

（5%以上） 

減少 

（10%以上） 

西区 7 15 16 12 8 

北区 7 13 29 19 12 

大宮区 10 28 28 25 22 

見沼区 2 9 22 19 18 

中央区 10 9 26 17 18 

桜区 6 14 16 12 9 

浦和区 7 17 42 32 20 

南区 10 16 31 21 20 

緑区 4 15 19 17 14 

岩槻区 9 19 47 52 35 

全体 72 155 276 226 176 

 

 増加 

（10%以上） 

やや増加

（5%以上） 
変わりない 

やや減少

（5%以上） 

減少 

（10%以上） 

西区 12.0% 25.9% 27.6% 20.7% 13.8% 

北区 8.8% 16.3% 36.2% 23.7% 15.0% 

大宮区 8.8% 24.8% 24.8% 22.1% 19.5% 

見沼区 2.9% 12.9% 31.4% 27.1% 25.7% 

中央区 12.5% 11.3% 32.5% 21.2% 22.5% 

桜区 10.5% 24.6% 28.1% 21.0% 15.8% 

浦和区 5.9% 14.4% 35.6% 27.1% 17.0% 

南区 10.2% 16.4% 31.6% 21.4% 20.4% 

緑区 5.8% 21.8% 27.5% 24.6% 20.3% 

岩槻区 5.6% 11.7% 29.0% 32.1% 21.6% 

全体 8.0% 17.1% 30.5% 25.0% 19.4% 

※「増加（10%以上）」・「やや増加（5%以上）」の合計が 30%以上を青地で表示 

前年同時期の調査では「増加（10%以上）」、「やや増加（5%以上）」を加算した数値が 30%以上の地

域が５カ所（大宮区、見沼区、桜区、南区、緑区）ありましたが、今回の調査では ３カ所（西区、大宮区、

桜区）と減少しました。  
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５）今後の見通しについて（業種別） 
 上向きである 変わりない 下向きである 

製造業 15 55 59 

卸売業 6 17 34 

小売業 12 33 74 

建設業 33 99 51 

飲食業 0 18 24 

理美容業 3 8 15 

不動産業 3 35 22 

サービス業 46 124 89 

全体 118 389 368 

 
 上向きである 変わりない 下向きである 

製造業 11.6% 42.7% 45.7% 

卸売業 10.5% 29.8% 59.7% 

小売業 10.1% 27.7% 62.2% 

建設業 18.0% 54.1% 27.9% 

飲食業 0.0% 42.9% 57.1% 

理美容業 11.5% 30.8% 57.7% 

不動産業 5.0% 58.3% 36.7% 

サービス業 17.8% 47.9% 34.3% 

全体 13.5% 44.5% 42.0% 
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今後の見通しについて、前年同時期と比較すると、「下向きである」と回答した方が全体的に多く、先行きについて

厳しい状況となることが見て取れました。そのような中、理美容業とサービス業に関しては、「上向きである」と回答し

た事業者が少ないながら増加しており、理美容業は前年同時期 7.1%から 11.5%、サービス業は 17.3%から 

17.8%へ増加しています。 

両業種ともに競合が多い業種であることから、上向きを想定される新たな取組などの実施が見込まれます。  
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６）今後の見通しについて（エリア別） 
 上向きである 変わりない 下向きである 

西区 8 32 18 

北区 10 36 34 

大宮区 22 48 44 

見沼区 4 28 38 

中央区 13 39 28 

桜区 10 27 20 

浦和区 19 47 52 

南区 6 34 22 

緑区 8 30 32 

岩槻区 18 68 80 

全体 118 389 368 

 
 上向きである 変わりない 下向きである 

西区 13.8% 55.2% 31.0% 

北区 12.5% 45.0% 42.5% 

大宮区 19.3% 42.1% 38.6% 

見沼区 5.7% 40.0% 54.3% 

中央区 16.3% 48.7% 35.0% 

桜区 17.5% 47.4% 35.1% 

浦和区 16.1% 39.8% 44.1% 

南区 9.7% 54.8% 35.5% 

緑区 11.4% 42.9% 45.7% 

岩槻区 10.8% 41.0% 48.2% 

全体 13.5% 44.5% 42.0% 

今後の見通しとして全体的に厳しい状況にありながら、エリア別に前年同時期と比較すると、北区、中央区、浦和

区において「上向きである」と回答した事業者が増加しています。 

また見沼区については、「上向きである」の減少率と「下向きである」の増加率の振れ幅が大きく、地区的に悪化し

た要因があるとも想定されます。 
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７）従業員数の増減と今後の見通しについて 
 上向きである 変わりない 下向きである 

増加している 40 40 15 

変わりない 70 304 268 

減少している 8 37 67 

未回答 0 8 18 

全体 118 389 368 

 
 上向きである 変わりない 下向きである 

増加している 42.1% 42.1% 15.8% 

変わりない 10.9% 47.4% 41.7% 

減少している 7.2% 33.0% 59.8% 

未回答 0.0% 30.8% 69.2% 

全体 13.5% 44.5% 42.0% 

 

 

今後の見通しが「上向きである」と答えた事業者のうち 42.1%は従業員数が「増加している」と回答しています。

昨年同時期と比較すると、「下向きである」と回答しながらも、従業員数を増加している事業者が増加しており、人

手不足が叫ばれる中、積極的に雇用を増やしている動きがうかがえます。  
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８）従業員数の増減と昨年との売上高の比較について 

 増加 

(10%以上) 

やや増加 

(5%以上) 
変わりない 

やや減少 

(5%以上) 

減少 

(10%以上) 

増加している 25 29 21 17 6 

変わりない 44 117 222 162 117 

減少している 3 8 30 36 42 

未回答 0 1 3 11 11 

全体 72 155 276 226 176 

 

 増加 

(10%以上) 

やや増加 

(5%以上) 
変わりない 

やや減少 

(5%以上) 

減少 

(10%以上) 

増加している 25.5% 29.6% 21.4% 17.4% 6.1% 

変わりない 6.6% 17.7% 33.5% 24.5% 17.7% 

減少している 2.5% 6.7% 25.2% 30.3% 35.3% 

未回答 0.0% 3.9% 11.5% 42.3% 42.3% 

全体 8.0% 17.1% 30.5% 25.0% 19.4% 

全体的に従業員数を維持している状況において、前年同時期と比較すると、売上が「やや減少（5％以上）」と

回答しながらも従業員数が「増加している」と回答した割合が 8.1％から 17.4％と大きく変動しており、売上の規

模に関わらず従業員の雇用に努めている動きも見受けられました。 
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９）経営者の年齢と事業承継の取組状況について 
 完了している 現在進行中 取り組んでいない 

20 歳代 1 0 0 

30 歳代 4 5 12 

40 歳代 33 18 101 

50 歳代 36 60 156 

60 歳代 19 95 110 

70 歳代以上 19 124 107 

全体 112 302 486 

 
 完了している 現在進行中 取り組んでいない 

20 歳代 100.0% 0.0% 0.0% 

30 歳代 19.1% 23.8% 57.1% 

40 歳代 21.7% 11.8% 66.5% 

50 歳代 14.3% 23.8% 61.9% 

60 歳代 8.5% 42.4% 49.1% 

70 歳代以上 7.6% 49.6% 42.8% 

全体 12.4% 33.6% 54.0% 

 

全体の半数以上（54.0%）の事業者が事業承継に取り組んでいない結果となりました。 

年代が増加するにつれて事業承継に対する取組割合が増加しているものの、60 歳代以上の約半数が依然として

取り組んでいない状況であることから、早期の対応が求められていると言えます。 

  

100.0%

19.1% 21.7%
14.3%

8.5% 7.6% 12.4%

23.8%
11.8% 23.8%

42.4% 49.6%
33.6%

57.1%
66.5% 61.9%

49.1%
42.8%

54.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上 全体

経営者の年齢と事業承継の取組状況について

完了している 現在進行中 取り組んでいない
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１０）自社の経営課題について（業種別） 

 資金繰り 
他社と 

の競合 

従業員 

の雇用 

従業員 

の育成 

顧客獲得 

販路開拓 

IT 利活用

(HP やクラ 

ウ ド 会 計 

など） 

マーケティ

ング・情報

収集 

ビジネス 

パートナー 

の獲得 

新たな事業

への取組・

進出 

（経営革新） 

その他 

製造業 42 26 31 48 56 12 23 19 27 7 

卸売業 20 19 10 9 23 2 5 6 18 1 

小売業 36 29 24 30 55 23 9 6 25 8 

建設業 62 37 93 92 48 14 8 26 23 8 

飲食業 14 6 14 8 18 3 6 3 6 4 

理美容業 8 2 11 4 5 1 2 1 4 2 

不動産業 11 17 7 15 13 11 11 12 21 3 

サービス業 78 50 99 98 92 42 33 40 51 7 

全体 271 186 289 304 310 108 97 113 175 40 

 

 資金繰り 
他社と 

の競合 

従業員 

の雇用 

従業員 

の育成 

顧客獲得 

販路開拓 

IT 利活用

(HP やクラ 

ウ ド 会 計 

など） 

マーケティ

ング・情報

収集 

ビジネス 

パートナー 

の獲得 

新たな事業

への取組・

進出 

（経営革新） 

その他 

製造業 14.4% 8.9% 10.7% 16.5% 19.3% 4.1% 7.9% 6.5% 9.3% 2.4% 

卸売業 17.7% 16.8% 8.8% 8.0% 20.4% 1.8% 4.4% 5.3% 15.9% 0.9% 

小売業 14.7% 11.8% 9.8% 12.2% 22.4% 9.4% 3.7% 2.5% 10.2% 3.3% 

建設業 15.1% 9.0% 22.7% 22.4% 11.7% 3.4% 1.9% 6.3% 5.6% 1.9% 

飲食業 17.1% 7.3% 17.1% 9.8% 22.0% 3.6% 7.3% 3.6% 7.3% 4.9% 

理美容業 20.0% 5.0% 27.5% 10.0% 12.5% 2.5% 5.0% 2.5% 10.0% 5.0% 

不動産業 9.1% 14.0% 5.8% 12.4% 10.7% 9.1% 9.1% 9.9% 17.4% 2.5% 

サービス業 13.2% 8.5% 16.8% 16.6% 15.6% 7.1% 5.6% 6.8% 8.6% 1.2% 

全体 14.3% 9.8% 15.3% 16.1% 16.4% 5.7% 5.1% 6.0% 9.2% 2.1% 

※20%以上を青地で表示 

前年同時期と比較すると、引き続き「顧客獲得・販路開拓」を第 1 の経営課題とする事業者が最も多い結果とな

り、「従業員の育成」・「資金繰り」を課題とする事業者の方が増加しました。 

また、「従業員の雇用」や「従業員の育成」を課題として捉えている事業者も多く、その中でも建設業と理美容業に

ついては、顧客獲得や販路拡大以上に、人手（職人）不足が喫緊の課題であることがうかがえます。 
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１１）自社の経営課題について（エリア別） 

 資金繰り 
他社と 

の競合 

従業員 

の雇用 

従業員 

の育成 

顧客獲得 

販路開拓 

IT 利活用

(HP やクラ 

ウ ド 会 計 

など） 

マーケティ

ング・情報

収集 

ビジネス 

パートナー 

の獲得 

新たな事業

への取組・

進出 

（経営革新） 

その他 

西区 15 7 21 21 21 5 6 6 11 2 

北区 26 19 25 26 30 7 7 6 9 3 

大宮区 29 28 37 44 43 22 19 20 23 6 

見沼区 32 13 19 19 24 9 4 5 14 4 

中央区 23 13 28 27 26 8 9 10 17 2 

桜区 24 18 14 23 15 10 5 10 9 3 

浦和区 33 26 38 34 43 19 10 14 28 7 

南区 22 16 32 34 34 6 10 15 21 1 

緑区 18 14 24 21 23 7 11 8 12 2 

岩槻区 49 32 51 55 51 15 16 19 31 10 

全体 271 186 289 304 310 108 97 113 175 40 

 

 資金繰り 
他社と 

の競合 

従業員 

の雇用 

従業員 

の育成 

顧客獲得 

販路開拓 

IT 利活用

(HP やクラ 

ウ ド 会 計 

など） 

マーケティ

ング・情報

収集 

ビジネス 

パートナー 

の獲得 

新たな事業

への取組・

進出 

（経営革新） 

その他 

西区 13.0% 6.1% 18.3% 18.3% 18.3% 4.3% 5.2% 5.2% 9.6% 1.7% 

北区 16.5% 12.0% 15.8% 16.5% 19.0% 4.4% 4.4% 3.8% 5.7% 1.9% 

大宮区 10.7% 10.3% 13.7% 16.2% 15.9% 8.1% 7.0% 7.4% 8.5% 2.2% 

見沼区 22.3% 9.1% 13.3% 13.3% 16.8% 6.3% 2.8% 3.5% 9.8% 2.8% 

中央区 14.1% 8.0% 17.2% 16.6% 16.0% 4.9% 5.5% 6.1% 10.4% 1.2% 

桜区 18.3% 13.7% 10.7% 17.6% 11.5% 7.6% 3.8% 7.6% 6.9% 2.3% 

浦和区 13.1% 10.3% 15.1% 13.5% 17.1% 7.5% 4.0% 5.5% 11.1% 2.8% 

南区 11.5% 8.4% 16.8% 17.8% 17.8% 3.1% 5.2% 7.9% 11.0% 0.5% 

緑区 12.9% 10.0% 17.1% 15.0% 16.4% 5.0% 7.9% 5.7% 8.6% 1.4% 

岩槻区 14.9% 9.7% 15.5% 16.7% 15.5% 4.6% 4.9% 5.8% 9.4% 3.0% 

全体 14.3% 9.8% 15.3% 16.1% 16.4% 5.7% 5.1% 6.0% 9.2% 2.1% 

※20%以上を青字 

昨年同時期の回答とは異なり、平均的に「顧客獲得・販路開拓」、「従業員の育成」、「従業員の雇用」に対する

回答が多い結果となりました。 

その様な中、見沼区において「資金繰り」を課題とした回答が突出しております。見沼区については、今後の見通し

においても「上向きである」の回答減少率と、「下向きである」の回答増加率の振れ幅が大きかった地区であり、資

金需要を課題とした要因があることが見て取れます。  
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１２）経営者の年齢と自社の強みについて 

 

顧客のニ

ーズに応じ

たサービス

の提供 

製品・ 

サービス

の開発力 

価格競

争力 

業界等の

ネットワーク 

製品・ 

サービスの

ブランド力 

営業力・

販売力 

人材確

保・育成

力 

充実した

アフター 

サービス 

20 歳～ 1 0 0 0 0 0 0 0 

30 歳～ 12 3 5 6 3 4 2 2 

40 歳～ 100 19 13 31 24 26 23 28 

50 歳～ 170 42 27 66 40 40 30 39 

60 歳～ 144 25 26 39 28 27 20 42 

70 歳～ 142 18 35 26 23 26 16 41 

全体 569 107 106 168 118 123 91 152 

 

 

顧客のニ

ーズに応じ

たサービス

の提供 

製品・ 

サービス

の開発力 

価格競

争力 

業界等の

ネットワーク 

製品・ 

サービスの

ブランド力 

営業力・

販売力 

人材確

保・育成

力 

充実した

アフター 

サービス 

20 歳～ 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

30 歳～ 32.5% 8.1% 13.5% 16.2% 8.1% 10.8% 5.4% 5.4% 

40 歳～ 37.9% 7.2% 4.9% 11.7% 9.1% 9.9% 8.7% 10.6% 

50 歳～ 37.4% 9.3% 6.0% 14.5% 8.8% 8.8% 6.6% 8.6% 

60 歳～ 41.0% 7.1% 7.4% 11.1% 8.0% 7.7% 5.7% 12.0% 

70 歳～ 43.4% 5.5% 10.7% 8.0% 7.0% 8.0% 4.9% 12.5% 

全体 39.7% 7.5% 7.4% 11.7% 8.2% 8.6% 6.3% 10.6% 

※各年代の１位のデータを青地、2 位のデータを緑地で記載 

年代に隔てなく「顧客のニーズに応じたサービスの提供」と回答している事業者が多く、約４割になっています。 

また、30 歳～60 歳未満の方は「業界等のネットワーク」、60 歳以上のカは「充実したアフターサービス」を更なる 

強みとして事業を実施しており、この３つが事業を行っていくうえで重要な要素となっている事がうかがえます。 
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【総評】 

前年同時期（平成 30 年 11 月実施）の調査結果と比較すると、景気が「好転している」と回答した企業は 

12.3％⇒ 8.8％で、昨年との売上高の比較でも、「増加している」と回答した企業が 28.2％⇒ 25.1％と減

少しております。今後の見通しに関しても、「上向きである」と回答した企業が 16.0％⇒ 13.5％になり、全体を

通して、大きな落ち込みはないものの、景気の好転は鈍化していると言える結果になりました。 

 

業種別に見ると、「好転している」と回答した割合が高くなった業種は、小売業、理美容業の２業種でした。 

一方、他の業種は、前年同時期と比較して減少する結果となり、特に製造業については、前年同時期の

22.3%と比べ大幅な減少となりました。「悪化している」と回答した割合も前年同時期と比較して高くなっている業

種が多く、厳しい状況がうかがえます。 

 

現在の従業員数の過不足感に関しては、36.8%もの事業者が「不足気味」と回答しており、前年同時期の 

35.8％と比較し、引き続き人手不足感が見て取れました。そのような中、人手不足に向けた対応策として、「賃上

げ等の労働条件改善による採用強化」や「多様な人材（シニア等）活用」などに取り組み、改善を図っている結

果となりました。 

 

エリア別の景気としては、全体として前年同時期と比較して景気が「悪化している」と回答した事業者が増えてい

ますが、その中で大宮区と中央区は、前年同時期と比較して「好転している」との回答が増加しています。今後の

見通しとしても、北区、中央区、浦和区が「上向きである」と回答した事業者が増加しており、地域によって景況感

が異なっていることがうかがえます。 

 

令和元年 10 月 1 日の消費税増税については、「今のところ影響がない」といった回答が半数以上を占めました。 

しかしながら、約 2 割の方が「マイナスの影響があった」と回答しており、「売上（顧客等）の減少」を第１に、

「複数税率への対応」や「キャッシュレス化への対応」など様々な課題が生じていることがわかりました。 

 

全体を通して、前年同時期と比較し、景気の好転は鈍化しており、事業者が抱える課題についても明確化され

てきたと思われます。 

 

経済情勢が刻々と変化していく中、顧客のニーズや市場の動向なども変化し、事業者が抱える課題についても 

その変化とあわせて様々な形となって表れてきております。東京オリンピック後に向けての動きも必要となってきます。

新たな課題やその課題を解決するためには、事業者自らが「経営状況の分析」・「事業計画策定」・「見直し」・

「改善」と言った PDCA サイクルを円滑に回すことが重要であり、そのサイクルを円滑に回すことで事業の持続的発

展を図ることができます。 

 

当所といたしましても、さいたま市内の小規模事業者の持続的発展に向け、引き続きより一層のサポート体制を 

構築してまいります。



 

 

地域の経済動向に関するアンケート調査票 
 

以下の 1）～21）についてお答えください。（記入又は該当するものに□レチェックを入れてください）  
 

Ⅰ．御社の情報についてお聞かせください。 

 

１）御社の所在区について 

□西 区    □北 区    □大宮区    □見沼区    □中央区 

□桜 区    □浦和区    □南 区    □緑 区    □岩槻区 

 

２）業種について（売上割合がもっとも高いもの一つ） 

□製造業    □卸売業    □小売業    □建設業    □飲食業 

□理美容業   □不動産業   □サービス業  □その他（          ） 

 

３）従業員数について（役員・家族従業員・パート・アルバイト除く） 

□０人    □１人～５人    □６人～１０人    □１１人～１５人 

□１６人～２０人         □２１人以上 

 

４）経営者の年齢 

□２０歳代     □３０歳代     □４０歳代     □５０歳代 

□６０歳代     □７０歳代以上 

 

Ⅱ．御社の業況について、お聞かせください（開業後間もない方は今後の予測をご記入ください）。 

 

５）景気について 

  □好転している        □変わりない        □悪化している 

 

６）直近 1 年の売上規模について 

  □５００万円未満            □５００万円～１，０００万円未満 

□１，０００万円～５，０００万円未満  □５，０００万円～１億円未満 

  □１億円超 

 

７）昨年との売上高の比較について 

  □増加（１０％以上）     □やや増加（５％以上）   □変わりない  

□やや減少（５％以上）    □減少（１０％以上） 

 

８）売上等今後の見通しについて 

  □上向きである        □変わりない        □下向きである 

 

９）昨年と比較した従業員数の増減について 

   □増加している        □変わりない        □減少している 

  

10）現在の従業員数の過不足感について 

   □過剰気味          □ちょうど良い       □不足気味 

 

11）10）にて「不足気味」を選んだ方にお伺いします。対応策として実施している取組がありました

ら以下よりお選びください（複数回答可） 

   □賃上げ等の労働条件改善による採用強化  □業務プロセス改善や工夫 

   □多様な人材（シニア等）活用  □従業員の多能工化・兼任化  □離職防止・定着の取組強化 

   □ＩＴ導入設備投資による省力化 □その他（                     ） 

  



 

 

Ⅲ．御社の販売先・仕入先についてお聞かせください。 

 

12）昨年と比較した販売先の動向について 

   □増加している        □変わりない        □減少している 

 

13）12）にて「増加している」を選んだ方にお伺いします。 

販売先の増加に向けて、現在どのような取組を実施していますか。（複数回答可） 

□既存製品・サービスの高付加価値化   □新製品・新サービスの開発 

□海外需要の獲得  □新分野への進出  □販売先に対するきめ細やかな対応（ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ等） 

□ＩＴの利活用（ＨＰやＳＮＳなど）   □その他（               ） 

 

 14）昨年と比較した仕入価格の動向について 

   □上昇している        □変わりない        □減少している 

 

15）14）にて「上昇している」・「減少している」を選んだ方にお伺いします。昨年と比較した割合に

ついてお聞かせください。  

   □５％未満          □５％ ～ １０％未満   □１０％ ～ １５％未満 

□１５％ ～ ２０％未満   □２０％以上 

 

Ⅳ．消費税増税（令和元年１０月１日）後の影響や課題等についてお聞かせください。 

 

16）消費税増税後の影響について 

   □プラスの影響があった    □今のところ影響がない   □マイナスの影響があった 

 

17）16）にて「マイナスの影響があった」を選んだ方に伺います。 

現在の課題についてお聞かせください（複数回答可） 

   □売上（顧客等）の減少   □複数税率への対応      □キャッシュレス化への対応 

   □レジまたは受発注システムの対応  □インボイス制度への対応  □その他（    ） 

 

Ⅴ．事業承継（後継者対策）の取組等についてお聞かせください。 

 

18）事業承継（経営者の代替わり）の取組状況について 

   □完了している        □現在進行中        □取り組んでいない 

 

19）18）にて「取り組んでいない」を選んだ方にお伺いします。取り組んでいない理由についてお聞

かせください。 

  □自分が元気な間は必要ない  □後継者が決まらない  □何から着手して良いかわからない 

□後継者候補はいるが本人に継ぐ意思が無い  □その他（               ） 

 

Ⅵ．御社が思っている強みや経営課題ついてお聞かせください。 

 

20）現在認識している自社の強みについて（複数回答可） 

  □顧客のニーズに応じたサービスの提供  □製品・サービスの開発力  □価格競争力 

  □業界等のネットワーク    □製品・サービスのブランド力   □営業力・販売力 

□人材確保・育成力   □充実したアフターサービス  □その他（          ） 

 

21）自社の経営課題について（複数回答可） 

  □資金繰り       □他社との競合    □従業員の雇用   □従業員の育成 

  □顧客獲得・販路開拓  □ＩＴ利活用（ＨＰやクラウド会計など）  □ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・情報収集 

  □ビジネスパートナーの獲得    □新たな事業への取組・進出（経営革新） 

  □その他（               ） 

 

アンケートの内容は以上です。ご協力ありがとうございました。 

 本アンケート用紙につきましては、同封の返信用封筒をご利用いただくか、ファクシミリにて 

ＦＡＸ：０４８－６４３－２７２０に１２月２６日（木）までにご返信 

くださいますようお願いいたします。 


